
施策・基本事業評価表

平成 23 年 4 月 15 日

基本目標No． 基本目標名

施策Ｎｏ． 施　策　名

主管課名 主管課長名

関係課名

　

事
業
所

・
市
　
民

行
　
政

（
地
域

）

そ
の
他

・環境問題に配慮し、近隣の迷惑にならないように騒音、振動、排水などに留意します。

･環境監視体制の充実及び指導、パトロールの強化並びに環境保全や啓発活動を行う。

5 豊かな自然と共生したまち

・公害のない安全で快適な生活環境が保たれています。
・市民や事業者の環境保全の意識が高まっています。

-

施策の成果
向上に向け
ての住民と
行政との役
割分担や地
域等への期
待など

施策が目指
すすがた

36

環境安全課

生活環境の保全と向上

殿村　伸二

作成日

施策の成果
達成にあ
たっての現
状と課題

　公害の発生件数は、法規制や環境施策の推進により全般的に改善傾向にあります。しかし、発生すると人の健康や生活環
境に悪影響を及ぼす恐れがあるので環境の状況を把握し、注視していく必要があります。
　一方、廃棄物の焼却による悪臭や近隣騒音、生活排水などによる水質汚濁など日常生活に密着した近隣公害が増加して
おり、市民一人ひとりが周囲の環境に対する意識を高めていくことが必要です。
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事業内容（活動内容）

単位

特定施設の届出の受付けし、必要がある場合は指導等を行います。

環境の保全活動と一体となった環境教育・環境学習を推進します。

公害を未然に防止し、生活環境を良好に維持するために、継続的に環境調査を行い、その結果を公表します。

21年度
実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度

22年度 23年度

基本事業名① 事業内容（活動内容）

①に属する代表的な事務事業

身近な生活環境が良好に保たれるように大気汚染、水質汚濁、騒音などを監視し、測定体制の充実を図り
ます。また、環境汚染などの未然防止を図るため、事業者への環境保全にかかる指導などを推進します。

事業内容（活動内容）

公害の防止

24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

環境監視検査測定事業

成果指標名

環境の保全のための取組み
を行っている市民の割合

事業所等の排水監視測定事業

特定施設届出事務

成果指標名

環境教育の推進

単位

100.0

典型７公害の苦情受付件数

河川の水質の調査の結果が環境基
準を達成している割合

基本事業名②

特定の事業所の排水測定を実施し、水質の監視を行います。

事業内容（活動内容）

④に属する代表的な事務事業

23

環境保全活動の推進

②に属する代表的な事務事業

環境保全啓発事業

25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

成果指標名

事業内容（活動内容）

単位
21年度
実績 23年度 24年度 25年度 26年度

基本事業名④

基本事業名③

③に属する代表的な事務事業

事業内容（活動内容）

事業内容（活動内容）

目標値（上段）及び実績値（下段）21年度
実績

3038 35
37 37 36 36

件

32年度
（最終目標値）

単位

環境保全活動支援事業

事業内容（活動内容）

環境情報の収集・提供を行い、環境保全の啓発を行います。

市民団体等への環境保全活動の取組を支援します。

100.0 100.0

基本事業④の目的
【意図】

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

100.0

24年度 32年度
（最終目標値）

100.0 100.0 100.0

市民への情報公開、団体の保全活動への支援を行うとともに、環境保全活動と一体となった環境
教育を推進します。

％ 100.0 100.0

66.0 80.0
63.0 64.0 65.0

-％
61.0 62.0

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

施策の成果
達成にあ
たって優先
的に取り組
むべき主な
取組み

基本事業①の目的
【意図】

工場、事業所、家庭などからの騒音、振動、排水などによる公害から守られている。

基本事業②の目的
【意図】

環境保全に対する市民や事業者等の理解と関心が高まり、市民等が自ら環境と調和したまちづく
りに取り組んでいる。

基本事業③の目的
【意図】

成果指標名

36

21年度
実績
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行政経営戦
略会議指示

事項

単位

本数

千円

時間

千円

千円

　部会評価のとおり推進すること。

２．施策の成果実績に結びついているこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

Ｃ．事務事業に要する年間総時間

区　　　　　分

22年度の
評価結果
（基本事業
の成果を考
慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

大気汚染は特に記述するものはないが、近年黄砂によるスモッグ状態になる期間がある。公害苦情は平成20年に70件で
あったが、その後減少傾向である。交通騒音も、地球温暖化防止面から、公共交通機関や自転車等の利用などにより、改
善されつつある。
河川の水質（BOD)はここ10数年改善され、良好な状態で維持されている。

◆公害の防止
　・市民への環境情報の公開　　・事業所等の排水監視測定　　・公害苦情の調査、指導・改善　　・騒音測定　　・衛生害虫
駆除事業
　・公衆浴場衛生設備改善補助事業　　・アダプト・プログラム事業
◆環境保全活動の推進
　・環境フェスティバルの開催　　・グリーンカーテン事業の実施　　・環境教育、エコライフ教室の実施　　･環境保全基金の設
置
　・アダプトプログラム事業の推進　　・環境保全活動団体への支援（H23年度～）

公害苦情件数は、平成21年度は38件と減少した。平成22年度は大幅に23件と減少した。これは市民一人ひとりの環境問題
に対する認識が向上しているためと考えられる。環境騒音の基準達成結果では平成19年度以降改善している。これは国道
新８号線が整備され、交通量が分散された理由によるものと考えられる。しかし、当面、状況を注視していくことが必要であ
る。
河川の水質（BOD)は、良好である。地下水位は近年横ばい状態であるが、地下水については、気候変化や土地利用の変
化などにより変動もあることから注視していくことが重要である。

ア．成果水準の推移（成果水準がここ数年どのように推移しているかを中心に記述）

イ．近隣他市との比較（成果水準が近隣他市と比較してどうであるかを中心に記述）

公害苦情件数は、魚津市23件、滑川市、黒部市は10件前後で推移しており、近隣と比較すると多い水準である。
河川の水質（BOD)は滑川、黒部市と比較すると良好である。地下水位の状態は近隣市と同様な状態である。

効率性
指　標

施策の
トータル
コ ス ト

0

0

0

0

0

対象（受益者）１単位あたり、若しくは市民１人あたりの施策の

Ｆ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

Ｅ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｄ）

Ｄ．人件費　（Ｃ×１時間あたりの平均人件費）

0

0
　同　　　上

　同　　　上

円

円

Ｇ．人件費　（定義式　：　Ｄ／人口 ）

【公害の防止】
　・市民に環境保全にかかる情報提供、事業所等の排水監視測定を定期的に実施した。
　・苦情は速やかに調査・実態把握に努め、迅速に現場対応し、関係者等と協議、トラブルの解決を図った。
　・市内河川水質調査、日本カーバイド工業㈱魚津工場及びパナソニックセミコンダクター社魚津工場の排水検査を実施し
た。
【環境保全活動の推進】
　・環境フェスティバルを開催し、環境保全の意識高揚を図るための啓発を行った。
　・環境教育としてグリーンカーテン事業の実施、エコライフ教室を実施した。
　・環境保全活動団体への支援を行うため、平成22年9月に環境保全基金を設置した。

円

0

0

26年度実績21年度実績 25年度実績２4年度実績

0

23年度実績

　（ここ数年の間、施策及び基本事業の成果向上に貢献してきた主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

ウ．住民期待水準との比較（成果水準が住民が期待していると思われる水準と比較してどうであるかを中心に記述）

３．施策の課題認識及び２３年度の取り組み状況（予定）

　（２２年度末で残った課題、既に２３年度に取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

22年度実績

部会評価
（協議結果、
今後の方針
及び課題等
について記

載）

※今後の施策の方向性※ 維持

（環境安全課）
公害の発生件数は、法規制や環境施策の推進により全般的に改善方向にある。事業所等の排出水等の監視を継続的に
行っていくことは必要である。今後は環境保全活動の推進のため、継続的な環境教育の実施や環境保全基金を利用した市
民団体等への活動の取組の支援が重要である。
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0 0
Ｈ．トータルコスト　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

円


